
障害者施策関係予算の概要

施 策 名 平成２２年
度予算額

平成２３年
度予算額

平成２４年
度予算額

平成２２年
度決算額

障害者施策関係予算 総計 １，２９６，５６１ １，３５６，５４２ １，４７０，７０２ ９５９，３６８

［啓発・広報］ １０６ １３７ １２２ １０９
１ 障害者に関する啓発・広報活動の推進等（内閣府） ７４ １０９ ９５ １０４
２ バリアフリー・ユニバーサルデザイン施策の推進（内閣府） １１ ７ ６ ５
３ 高齢者・障害者に対する差別解消のための啓発活動（法務省） ２１ ２１ ２１ －
［生活支援］ ９１８，８１４ ９７６，３０３ １，０７９，７８０ ６５０，５７７
１ 市民活動促進に必要な経費（内閣府） － － － －
２ 経済的自立の支援（総務省・厚生労働省） ３４，０５７ ２８，５３０ ２３，６１５ ３３，９６６

３ 成年後見登記事務処理（法務省） ４９２ ４３６ ４４８ ４５５
〈４９２〉 〈０〉

４ 満期出所者等に対する社会復帰支援（法務省） ３４４ ３３６ ４３１ ３４４
５ 良質な障害福祉サービスの確保（厚生労働省） ５７１，９２２ ６３４，１５２ ７４３，３８１ ５７１，１８２
６ 地域生活支援事業の着実な実施（厚生労働省） ４４，０００ ４４，５００ ４５，０００ ４３，９９７
７ その他の障害保健福祉関係経費（厚生労働省） ２６５，５０５ ２６５，８０５ ２６４，３１８ －
８ 障害者虐待防止等に関する総合的施策の推進（厚生労働省） － ４０７ ４２５ －
９ 精神障害者の地域移行・地域生活支援の推進等（厚生労働省） １，６７８ １，３７３ １，１１８ ５５４
１０ 発達障害者の地域支援体制の確立及び発達障害者への支援手法の開発等（厚生労働省） ７３７ ７５２ ８５９ －
１１ 福祉機器技術の実用化開発支援（イノベーション実用化助成事業）（経済産業省） ６５ － １００ ６５
１２ 福祉機器情報収集・分析・提供事業（経済産業省） １４ １２ １４ １４
１３ 健常者と障害者のスポーツ・レクリエーション活動連携推進事業（文部科学省） － － ７１ －
［生活環境］ ２，４１５ ５００ ３７１ １，８９６
１ 障害者に配意した警察活動の推進（警察庁） － － － －

２ 防災対策の推進（総務省） １６ ３８６ ２６４ １２
（１６）

３ 高齢者・障害者に配慮した法務局庁舎の施設整備（法務省） － － － －
４ 高齢者・障害者に配慮した農林水産業関連施設等の整備（農林水産省） － － － －

５ 旅客施設等のバリアフリー化の推進（国土交通省） ７２０ － － ８３３
〈－〉 〈－〉 〈－〉 〈－〉

６ 車両等のバリアフリー化の推進（国土交通省） １，３９５ － － ８２０
７ ソフト面等におけるバリアフリー化の推進（国土交通省） ５１ ４４ ４８ ４３
８ 障害者にやさしいまちづくりの推進（国土交通省） ２４９ ７０ ５９ １８８
９ 障害者にやさしい住まいづくりの推進（国土交通省） － － － －
１０ 障害者等に配慮した海岸・河川等の整備の推進（国土交通省） － － － －
１１ 人にやさしい自然公園等施設整備の推進（環境省） － － － －
［教育・育成］ １１４，６２６ １１４，７０７ １１５，３１５ １１３，５３４
１ 特別支援教育の充実等（文部科学省） ５５４ ４４２ ２８８ ４６８
２ 特別支援教育就学奨励費負担等（文部科学省） ７，４７１ ７，５８３ ７，８４４ ７，４９０
３ 特別支援教育設備整備費等補助（文部科学省） ４ ２ ２ ２
４ 義務教育費国庫負担金（文部科学省） １０１，２６４ １０１，３１５ １０１，７６６ ９９，９０２
５ 公立学校施設整備（文部科学省） － － － －
６ 私立高等学校等経常費助成費等補助（文部科学省） ４，１４７ ４，２５５ ４，４０３ ４，５０１
７ 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の整備運営等（文部科学省） １，１８６ １，１１０ １，０１２ １，１７１

（平成22～24年度
（平成22年度決算額を含む））

（単位：百万円）
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施 策 名 平成２２年
度予算額

平成２３年
度予算額

平成２４年
度予算額

平成２２年
度決算額

［雇用・就業］ ２３，１０７ ２３，４４６ ２３，４５１ １９，９０１

１ 公務部門における雇用・就労の促進及び支援（全省庁） ３７３ ６８２ ６８０ ２８１
（※） （※） （※）

２ 司法試験における目の見えない人の受験に必要な措置（法務省） １ ３ ３ －

３ 工賃倍増５か年計画支援事業の推進（厚生労働省） ７９１ ５０２ ４０１ ４６４

４ 障害者に対する就労支援の推進（厚生労働省） ２１，９４２ ２２，２５９ ２２，３６７ １８，８３１

５ 発達障害者の就労支援の推進（厚生労働省） ５３３ ４２９ ３８７ ３２５
（５３３） （４２９） （３８７）

６ 農業法人等による円滑な障害者雇用の促進（農林水産省） － － － －

［保健・医療］ ２３４，００２ ２３５，５４９ ２５０，３９８ １６９，９１４

１ 刑務所等に収容されている身体障害者等の機能回復訓練に必要な機器整備（法務省） １ １ １ １
２ 「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律」（以

下「心神喪失者等医療観察法」という）の規定による精神保健観察等の実施（法務省） ２４０ ２４７ ２５６ １９７

３ 障害者に対する良質かつ適切な医療の提供（厚生労働省） １９５，４１２ １９９，１１３ ２０５，６７６ １５７，９７１

４ 「心神喪失者等医療観察法」に係る医療提供体制の整備（厚生労働省） ２３，５２５ ２０，８０４ ２３，６２２ －

５ 精神科救急医療体制の強化（厚生労働省） ２，２９７ １，８０２ ２，００８ １，５３４

６ 精神障害に対する国民の正しい理解の促進（厚生労働省） ８１ ６３ ６３ －

７ 認知行動療法の普及の推進（厚生労働省） ０ ９８ ９７ ０

８ 自殺総合対策の推進 １２，４４６ １３，４２１ １８，６７５ １０，２１１

［情報・コミュニケーション］ ３，４８８ ５，８９７ １，２６３ ３，４３４

１ 障害者等への消費者情報提供の促進（消費者庁） － － ３ －

２ 情報バリアフリー化の推進（総務省） ５４１ ５０９ ５４９ ５１０

３ 社会参加を支援する情報通信システムの開発・普及（総務省） ７７５ １，４８４ ７１１ ７３６
４ 地上デジタル放送への円滑な移行のための環境整備・支援（うち、「受信機器購入等の

支援」及び「高齢者・障がい者等を中心としたきめ細かなサポートの実施」分）（総務省）
２，１６５ ３，９０４ ０ ２，１８４

（＊３９，０４６） （＊＊５，６７９） － （＊２７，７１１）
５ 日本司法支援センターにおける障害者に対する情報提供の配慮措置（法務省） － － － －

６ 視覚障害者に対する情報の提供（法務省） ７ ０ ０ ４

［国際協力］ ３ ３ ２ ３

１ 国連社会問題基金拠出金（うち国連障害者基金）（外務省） ３ ３ ２ ３
（３３，６３０ドル相当） （２９，２０６ドル相当） （２６，２９２ドル相当） （３３，６３０ドル相当）

２ 国際協力（うち障害者関連）（外務省） － － － －

注１：「障害者施策関係予算 総計」については、障害者施策関係の額を特定化できるものについての合計額である。
注２：障害者施策関係の額を特定化できないものについては、「－」と表示している。
注３：〈 〉内の数字は特別会計の内数である。
注４：（ ）内の数字は再掲分である。
注５：（※）はチャレンジ雇用に係る経費として予算化されたものの合計額となっている。これ以外にも、通常の非

常勤職員の人件費等で対応している省庁もある。
注６：（＊ ）内の数字は平成２２年度国庫債務負担行為限度額に係る平成２３年度以降の歳出化額である。
注７：（＊＊ ）内の数字は平成２３年度国庫債務負担行為限度額に係る平成２４年度以降の歳出化額である。
注８：本表では、百万円未満を四捨五入の上、百万単位で表記している。このため、本表上での積上額及び対前年度

増△減額は、一致しない場合がある。
注９：平成２２年度予算において、国土交通省では、上記のほか、社会資本整備総合交付金２２，０００億円がある。
注１０：平成２３年度予算において、国土交通省関係では、上記の他にも社会資本整備総合交付金１７，５３９億円による施策

がある。
注１１：平成２４年度予算において、国土交通省関係では、上記の他にも社会資本整備総合交付金１４，３９５億円による施策

がある。

参
考
資
料
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主な新規障害者施策 （平成24年度予算関係）

施 策 分 野 事 項 概 要

生 活 支 援
健常者と障害者のスポー
ツ・レクリエーション
活動連携推進事業

健常者と障害者が一体となったスポーツ・レク
リエーション活動を実施するために必要な企
画・運営マニュアル、新しい種目、用具等の開
発や実践研究等を行うとともに、地域における
障害者のスポーツ・レクリエーション環境につ
いて実態を把握する。（文部科学省）

生 活 環 境
高齢者や障がい者に適
した火災警報装置の調
査検討事業

現行の消防法令では、火災警報は音によるもの
とされており、音以外の警報装置は、その導
入・普及がほとんど進んでいない状況である。
このため、消防庁では、火災警報を高齢者・障
がい者に的確に伝える装置の円滑な導入に向け
て、公共的な施設をモデルとして、光による警
報装置を設置し、効果的な設置・維持管理方法
について検討を行う。（総務省消防庁）
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障害者施策関連の動き （平成23年度）

年 月 日 内 容

２３

４
２２

・第１１回全国障害者芸術・文化祭埼玉大会（１２月まで埼玉県）（厚生労働省）
・障害者基本法改正案が閣議決定。国会に提出された。（内閣府）

５ ２７
・中央教育審議会初等中等教育分科会特別支援教育の在り方に関する特別委員会に
「合理的配慮等環境整備検討ワーキンググループ」を設置（文部科学省）

６ １６ ・障害者基本法改正案が一部修正の上衆議院本会議において全会一致で可決成立

６ １７
・「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律案」が参議院
本会議において全会一致で可決成立

７ ２９ ・一部修正された障害者基本法改正案が参議院本会議において全会一致で可決成立
８ ５ ・改正障害者基本法が公布・一部を除き施行

９
７～９
１２

・第４回障害者権利条約締約国会議（外務省）
・「道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令」の公布（聴覚障害者が運転で
きる車両の種類の拡大）（警察庁）

１０
２２
２９

・第１１回全国障害者スポーツ大会（２４日まで山口県）（厚生労働省）
・第３１回大分国際車いすマラソン大会（３０日まで大分県）（厚生労働省）

１１
１２

２４

１ １７ ・第５回国土交通省バリアフリー化推進功労者表彰（国土交通省）

２ １３
・「中央教育審議会初等中等教育分科会特別支援教育の在り方に関する特別委員会
合理的配慮等環境整備検討ワーキンググループ報告」公表（文部科学省）

３ １３
・「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための
関係法律の整備に関する法律案」が閣議決定。国会に提出された。（厚生労働省）

３
１４～

１６

・第２次アジア太平洋障害者の十年最終レビュー・ハイレベル政府間会合のための
地域準備会合（外務省）

参
考
資
料
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「重点施策実施５か年計画」（平成１９年１２月２５日）において
数値目標が設定された主な事項の進ちょく状況

○啓発・広報

○生活支援

○生活環境

達成目標 数値目標 計画開始前
（実績ベース）

平成２２年度
（実績ベース）

啓発・広報活動の
推進

「共生社会」の用語・考え方の
周知度

世代全体５０％ ４０．２％

－
〔２４年〕 （１９年度末）

若者全体５０％ ２６．７％
〔２４年〕 （１９年度末）

達成目標 数値目標 計画開始前
（実績ベース）

平成２２年度
（実績ベース）

利用者本位の生活
支援体制の整備 地域自立支援協議会 全市町村 約１，２００市町村 １，４８５市町村

〔２３年度〕 〔１９年度〕（１，７５０市町村のうち）

訪問系サービス 約５２２万時間 約３２５万時間 約３９４万時間〔２３年度〕 〔１９年度〕

日中活動系サービス 約８２５万人日分 約７０１万人日分 約８４３万人日分〔２３年度〕 〔１９年度〕

療養介護事業 約１．０万人分 約０．２万人分 約０．２万人分〔２３年度〕 〔１９年度〕

児童デイサービス事業 約３４万人日分 約２２万人日分 約３５万人日分〔２３年度〕 〔１９年度〕

地域移行の推進 短期入所事業のサービス 約３５万人日分 約１６万人日分 約２１万人日分〔２３年度〕 〔１９年度〕
共同生活援助事業（グループホーム）、
共同生活介護事業（ケアホーム）

約８．０万人 約４．２万人 約６．３万人〔２３年度〕 〔１９年度〕

相談支援事業 約５万人 約０．２万人 約０．４万人〔２３年度〕 〔１９年度〕

福祉施設入所者 約１３．５万人 １４．６万人 約１３．７万人〔２３年度〕 〔１７年度〕

退院可能精神障害者※ 約３．７万人の減少 ４．９万人 －〔２３年度〕※ 〔１９年度〕※

達成目標 数値目標 計画開始前
（実績ベース）

平成２２年度
（実績ベース）

住宅・建築物のバ
リアフリー化

高齢者（65歳以
上の者）の居住
する住宅のバリ
アフリー化率

一定のバリアフ
リー化

75％ 29％ 36.9％※
〔27年度〕 〔15年度〕 〔20年度〕

高度のバリアフ
リー化

25％ 6.7％ 9.5％※
〔27年度〕 〔15年度〕 〔20年度〕

共同住宅のうち、道路から各戸の
玄関まで車いす等で通行可能な住
宅ストックの比率

25％ 10％ 16％※
〔27年度〕 〔15年度〕 〔20年度〕

床面積2,000㎡以上の特別特定建
築物のうち、バリアフリー化され
たものの割合

約50％ 37％ 48％〔22年〕 〔17年〕

国の合同庁舎のうち、バリアフ
リー化された施設

50％ 7％ 30%〔24年度〕 〔19年度〕
窓口業務を行う官署が入居する国
の既存官庁施設のバリアフリー化

100％ 57％ 90%〔22年度〕 〔14年度〕

（表中の「計画開始前（実績ベース）」の中には、過去の実績をもとにした見込数も含む。）

※平成２１年９月にとりまとめられた今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会報告書を踏まえ、障害福祉計
画における退院可能精神障害者数に替わる目標値の設定について検討予定。

※次回の調査は平成２５年の予定。
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○教育・育成

達成目標 数値目標 計画開始前
（実績ベース）

平成２２年度
（実績ベース）

公共交通機関、歩
行空間等のバリア
フリー化等の推進

一日当たりの平
均利用者数が
５，０００人以上で
ある鉄軌道駅、
バスターミナル、
旅客船ターミナ
ル及び航空旅客
ターミナルのバ
リアフリー

段差の解消

１００％
〔２２年〕

６７．５％ ８５．５％〔１９年度〕
視覚障害者誘導
用ブロックの整備

９０．９％ ９７．１％〔１９年度〕

障害者用トイレ
の設置

５９．６％ ８３．２％〔１９年度〕

バリアフリー化鉄軌道車両 約５０％ ２０％ ４９．５％〔２２年〕 〔１８年度〕

低床化バス車両 １００％ ３３．１％ ４９．４％〔２７年〕 〔１８年度〕

ノンステップバス 約３０％ １７．７％ ２７．９％〔２２年〕 〔１８年度〕

バリアフリー化旅客船 約５０％ １１．５％ １８．１％〔２２年〕 〔１８年度〕

バリアフリー化航空機 約６５％ ５４．４％ ８１．４％〔２２年〕 〔１８年度〕

福祉タクシー 約１８，０００台 ９，６５１台 １２，２５６台〔２２年〕 〔１８年度〕
園路及び広場のバリアフリー化
（園路及び広場の設置された都市
公園）

約４５％ 約４０％ 約４７％〔２２年〕 〔１８年度〕

駐車場のバリアフリー化（駐車場
の設置された都市公園）

約３５％ 約３０％ 約３９％〔２２年〕 〔１８年度〕
便所のバリアフリー化（便所の設
置された都市公園）

約３０％ 約２５％ 約３２％〔２２年〕 〔１８年度〕
バリアフリー化駐車場（特定路外
駐車場）

約４０％ ２８％ ４５．５％〔２２年〕 〔１８年度〕
バリアフリー化道路（重点整備地
区内の主要な生活関連経路を構成
する道路）

１００％ ４４％ ７７％〔２２年〕 〔１８年度〕

安全な交通の
確保

バリアフリー対応型信号機（重点
整備地区内の主要な生活関連経路
を構成する道路）

１００％ － 約９６％〔２２年〕

達成目標 数値目標 計画開始前
（実績ベース）

平成２２年度
（実績ベース）

一貫した相談支援
体制の整備

個別の教育支援計画策定率
（小・中学校）

５０％ ２０％ ６４．０％（公立）〔２４年〕 〔１８年〕

校内委員会の
設置

幼稚園（公立） ７０％ ３２．７％ ８２．０％〔２４年〕 〔１８年〕

高等学校（公立） ７０％ ２５．２％ ９６．９％〔２４年〕 〔１８年〕

特別支援教育
コーディネー
ターの指名

幼稚園（公立） ７０％ ２９．４％ ８８．７％〔２４年〕 〔１８年〕

高等学校（公立） ７０％ １８．５％ ９６．７％〔２４年〕 〔１８年〕

指導力の向上と研
究の推進

特別支援学校教諭免許保有率向上
を中期計画（５年以内）等に位置
付ける都道府県

全都道府県 ３２都道府県 ３２都道府県〔２４年〕 〔１８年度〕

参
考
資
料
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○雇用・就業

達成目標 数値目標 計画開始前
（実績ベース）

平成２２年度
（実績ベース）

障害者の雇用の場
の拡大

雇用障害者数 ６４万人 － 約４４万８千人
〔２５年度〕 〔２０年〕（推計値）

チャレンジ雇用 全府省
〔２０年度〕 －

・内閣府７名
・警察庁１名
・金融庁１名
・総務省１名
・法務省１名
・外務省１名
・財務省２名

・文部科学省１名
・厚生労働省１９９名
・農林水産省１名
・経済産業省１名
・環境省１名
・防衛省１名

障害者雇用率 すべての公的機関
〔２４年度〕 －

〔 〕法定雇用率
（ ）達成機関の割合

国の機関〔２．１％〕
２．２９％（９７．４％）

都道府県の機関〔２．１％〕
２．５０％（９４．９％）

市町村の機関〔２．１％〕
２．４０％（８８．４％）

都道府県等の教育委員会〔２．０％〕
１．７８％（６０．８％）

精神障害者雇用
（５６人以上の規模の企業）

１．５万人 ０．４万人 ０．９９万人〔２５年〕 〔１９年〕
精神障害者等ステップアップ雇用
における常用雇用移行率

６０％ － ４５．２％〔２４年度〕

在宅就業支援団体登録 １００団体 １６団体 １７団体〔２４年度〕 〔１９年〕

総合的支援施策の
推進

ハローワークを通じた障害者の就職 ２４万件 － ５２，９３１件〔２０～２４年度の累計〕

地域障害者職業
センター

支援対象者数
１２．５万人 － ２９，８６４人〔２０～２４年度の累計〕

職場適応援助者
（ジョブコーチ）
支援事業における
支援終了後定着率

８０％以上 － ８７．６％〔２４年度〕

障害者就業・生
活支援センター

設置数 全障害保健福祉圏域に設置 １３５ ２７２か所〔２３年〕 〔１９年〕

利用者の就職件数 ９，０００件 － １０，２６６件〔２４年度〕

就職率 ５０％以上 － ５６．５％〔２４年度〕

ジョブコーチ養成 ５，０００人 １，５００人 ３，８７８人〔２３年度〕 〔１８年度〕

ジョブコーチ支援終了後の定着 ８０％以上 － ８７．６％〔２４年度〕
精神障害者総合雇用支援終了後の
復職・雇用継続

７５％ － ８２．０％〔２４年度〕

トライアル雇用対象者の常用雇用 ８０％以上 － ８６．４％〔２４年度〕

一般就労への年間移行者 ０．９万人 ０．２万人 ０．４万人
〔２３年度〕 〔１７年度〕 〔２１年度〕※

就労移行支援 ７２万人日分 ２９．２万人日分 ３６．７万人日分〔２３年度〕 〔１９年度〕

就労継続支援 ２７７万人日分 ８３．１万人日分 ２０４万人日分〔２３年度〕 〔１９年度〕

授産施設等の平均工賃月額 平均工賃倍増を目指す １２，２２２円 １３，０７９円〔２３年度〕 〔１８年度〕
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練

５０％ ４１．３％ ４３．８％〔２４年〕 〔１８年〕
※平成２２年度については集計中。
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○保健・医療

○情報・コミュニケーション

達成目標 数値目標 計画開始前
（実績ベース）

平成２２年度
（実績ベース）

障害に対する適切な
保健・医療サービス
の充実

高次脳機能障害支援拠点 全都道府県 １８都道府県 ４７都道府県〔２４年度〕 〔１８年度末〕

達成目標 数値目標（※１）
計画開始前
（実績ベース）

平成２２年度（※２）

（実績ベース）

情報提供の充実

字幕放送時間の割合
NHK総合及び在京
キー５局等１００％

〔２９年度〕

NHK総合１００％、
在京キー５局平均
７７．８％〔１８年度〕

NHK総合６２．２％、
在京キー５局平均８８．９％

（デジタル）

解説放送時間の割合
NHK総合及び在京
キー５局等１０％、
NHK教育１５％

〔２９年度〕

NHK総合３．７％、
NHK教育８．８％、
在京キー５局平均
０．３％〔１８年度〕

NHK総合７．６％、
NHK教育１１．２％、

在京キー５局平均１．４％
（デジタル）

※１ 「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」（平成１９年１０月）に定める普及目標（対象の放送番組に対する字幕
及び解説の付与割合）の一例。

※２ 平成２２年度の字幕・解説放送時間の割合の数値は、平成１９年に策定された「視聴覚障害者向け放送普及行政の
指針」に基づいて算出しているものであり、計画開始前の平成１８年度の数値とは算出に係る考え方が異なるた
め、数値のみを単純に比較することはできない。

参
考
資
料
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障害者に関するマークについて

これらのマークについて詳しくは、内閣府障害者施策ホームページ
（http://www8.cao.go.jp/shougai/mark/mark.html）等を参照。

【障害者のための国際シンボルマーク】 【身体障害者標識】

【聴覚障害者標識】 【盲人のための国際シンボルマーク】

【耳マーク】 【ほじょ犬マーク】

【オストメイトマーク】 【ハートプラスマーク】
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